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請願理由 

総選挙を前にした１０月、財務省官僚が雑誌に異例の寄稿を行い、消費税減税を否定し

ました。消費税が社会保障制度維持の「切り札」だといいますが、社会保障はこの間削ら

れ続けています。コロナ禍が病床や保健所の削減による影響を浮き彫りにする中、国会で

は７５歳以上の高齢者の医療費窓口負担を２倍にする法案が強行されました。消費税をい

くら上げても社会保障はよくなっていません。 

世界６２の国と地域が、消費税に相当する付加価値税等の減税へと踏み出し、また、大

企業や富裕層への課税強化も始まっています。日本でも、くらしと営業を守るために、低

所得者ほど負担が重くなる消費税率を５％に引き下げ、憲法に基づき「生活費には課税し

ない」「能力に応じて負担する」という税制に転換し、不公平税制を正すことが急務です。 

こうした中で、２０２３年１０月からインボイス制度（適格請求書等保存方式）が実施

されようとしていますが、仕入れや経費に含まれる消費税を価格や単価に転嫁できなけれ

ば、事業者だけでなく、ベンチャーやフリーランスなど広範な国民に被害を及ぼすもので

す。 

また、シルバー人材センターで働く約７０万人の会員にも影響が及びます。会員はセン

ターから業務を委託される個人事業主です。インボイス導入後、センターが消費税納税で

仕入れ税額控除をするには会員が発行したインボイスが必要です。平均年収４０数万円の

会員が課税業者になって消費税を負担させられることになりかねません。全会員が課税業

者になることは困難なため、報酬から消費税分が引かれるようになる可能性があります。 

インボイス制度の中止はもちろん、コロナ禍で納税困難な業者には消費税を減免するこ

とこそ必要です。 

以上の趣旨により、次のことを請願します。 

 

請願事項 

１ 消費税率を５％に引き下げること。 

２ インボイス制度は中止すること。 


